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（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。  

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第42期

第３四半期 
累計期間 

第43期
第３四半期 
累計期間 

第42期
第３四半期 
会計期間 

第43期 
第３四半期 
会計期間 

第42期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成20年
10月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成21年 
10月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成20年
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

売上高（千円）      8,847,035      7,718,868  2,934,538  2,618,262  10,997,613

経常利益（千円）  148,984  320,952  219,908  210,584  203,734

四半期（当期）純利益（千円）  14,221  148,232  106,679  110,912  82,824

持分法を適用した場合の投資損失

（千円） 
 9,407  2,578  470  1,459  9,064

資本金（千円） － －  2,144,134  2,144,134  2,144,134

発行済株式総数（株） － －  7,767,800  7,767,800  7,767,800

純資産額（千円） － －  8,906,901  9,060,967  8,929,990

総資産額（千円） － －  20,107,426  19,353,020  19,273,433

１株当たり純資産額（円） － －  1,148.14  1,168.01  1,151.12

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 1.83  19.11  13.75  14.30  10.68

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

１株当たり配当額（円）  5.00  5.00  －  －  10.00

自己資本比率（％） － －  44.3  46.8  46.3

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 1,102,951  919,419 － －  738,149

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △89,760  △82,608 － －  △151,473

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △398,116  △446,675 － －  △474,094

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  1,260,107  1,147,749  757,614

従業員数（人） － －  478  481  473
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当第３四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年12月31日現在

従業員数（人） 481      
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(1）生産実績 

当第３四半期会計期間における生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は、平均売価によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）仕入実績 

当第３四半期会計期間における製品及び商品の仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は、仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．商品の「その他」は、Ｓ形瓦・いぶし瓦・副資材が主力であります。 

(3）受注状況 

当社は受注見込みによる生産方式をとっておりますので、該当事項はありません。 

(4）販売実績 

当第３四半期会計期間における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

品目別 
 当第３四半期会計期間
（自 平成21年10月１日 

  至 平成21年12月31日） 
前年同四半期比（％）

Ｊ形瓦（千円）  865,598  150.9

Ｆ形瓦（千円）  1,582,221  89.4

Ｍ形瓦（千円）  113,915  37.9

合計（千円）  2,561,735  96.9

品目別 
 当第３四半期会計期間
（自 平成21年10月１日 

  至 平成21年12月31日）  
前年同四半期比（％）

製品 

Ｊ形瓦（千円）  31,748  89.8

Ｆ形瓦（千円）  94,899  77.7

Ｍ形瓦（千円）  8,414  128.2

小計（千円）  135,063  82.3

商品 その他（千円）  124,525  84.4

合計（千円）  259,588  83.3

品目別 
 当第３四半期会計期間
（自 平成21年10月１日 

  至 平成21年12月31日）  
前年同四半期比（％）

製品 

Ｊ形瓦（千円）  699,954  107.0

Ｆ形瓦（千円）  1,523,937  86.1

Ｍ形瓦（千円）  177,853  69.7

小計（千円）  2,401,745  89.6

商品 その他（千円）  148,223  83.2

工事売上（千円）  68,293  89.2

合計（千円）  2,618,262  89.2
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 当第３四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクに重要な変更はありません。  

  

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

  

(1）業績の状況   

当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、内外の在庫調整の進展や海外経済の改善を背景とした輸出、生産

の増加などから緩やかに回復しつつあるものの、企業収益は大幅な減少が続いており、先行き不透明な状況が続い

ております。 

当業界におきましても、粘土瓦の需要の動向を大きく左右する新設住宅着工戸数が、2009年暦年ベースでは実に

45年ぶりに80万戸を割り込みました。 

持家は12月単月では前年同月に比べ２ヶ月連続で増加しましたが、水準自体は低く、改善の兆しは見えるもの

の、今後も厳しい状況が続くと考えております。 

このような環境下、当社といたしましては「クールベーシック（遮熱性の高機能エコ瓦）」「美銀（Ｊ形防災瓦

「エース」の新色）」「真一文字軒（シンプルな新形状の軒瓦）」のキャンペーン実施や、リフォーム市場のニー

ズに対応した、緩勾配対応防災Ｊ形瓦「スーパーエースＪ２」を発売するなど、潜在需要の掘り起こしに努め、販

路の拡大に注力いたしました。また、平成21年６月より全国の施工業者様と連携し、材と工の品質がともに確保さ

れた屋根材をユーザー様に提供するため「鶴弥スーパートライ登録施工店」制度をスタートさせました。（平成22

年１月26日現在、登録者数1,567名） 

費用の面では、前年同期に比べての原油価格の落ち着きから燃料費が大幅に減少したほか、固定費の削減効果も

あり、原価の低減が図れました。製品在庫は引き続き1,471百万円に縮減（前期末対比541百万円減）いたしまし

た。 

この結果、当第３四半期会計期間における売上高は2,618百万円（前年同四半期比10.8％減）、営業利益238百万

円（前年同四半期比12.7％減）、経常利益210百万円（前年同四半期比4.2％減）、四半期純利益110百万円（前年

同四半期比4.0％増）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況  

 当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期会計期間末に比

べて305百万円増加し1,147百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

営業活動の結果得られた資金は、前年同四半期会計期間に比べ119百万円減少し、513百万円となりました。 

これは主に、増加要因としては、当四半期会計期間の末日が金融機関の休日にあたった影響に伴う仕入債務の増

加額621百万円（前年同四半期比187百万円増）等によるものです。減少要因としては、売上債権の増加額206百万

円（前年同四半期比159百万円増）、たな卸資産の増加額151百万円（前年同四半期比85百万円増）、割引手形の減

少額174百万円（前年同期半期比63百万円増）等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

投資活動の結果使用した資金は、前年同四半期会計期間に比べ42百万円増加し、45百万円となりました。 

これは主に、有形固定資産の取得による支出47百万円（前年同四半期比22百万円増）等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

財務活動の結果使用した資金は、前年同四半期会計期間に比べ69百万円増加し、162百万円となりました。 

これは主に、長期借入金の返済による支出125百万円（前年同四半期比70百万円増）等によるものです。 

  

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題  

当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。  

  

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(4）研究開発活動  

 当第３四半期会計期間における研究開発活動の金額は30百万円であります。 

Ｊ形瓦の製品バリエーションの拡充を目的とした新製品として、緩勾配対応防災Ｊ形瓦「スーパーエースＪ２」

及びＪ形幅調整用桟瓦「８．２５寸エース桟瓦」を開発しました。「スーパーエースＪ２」は平成21年12月末よ

り、「８．２５寸エース桟瓦」は平成22年１月中旬より販売を開始しております。 

日本の伝統的な屋根材であるＪ形瓦は、リフォーム市場において根強い人気を持つ屋根材であり、近年は採用が

増加しています。Ｊ形瓦のリフォーム市場へ注力するにあたり、各地のお客様からのニーズを積極的に取り入れ、

新製品開発を行いました。 

「スーパーエースＪ２」は、リフォーム市場に多い緩勾配屋根にも対応でき、瓦表面のデザインをベーシックで

シンプルにした製品となっております。 

「８．２５寸エース桟瓦」は、既築の屋根下地の寸法に合わせて屋根材を配置する際に、幅調整用桟瓦として使

用します。Ｊ形エース桟瓦により近い寸法の幅調整用桟瓦である為、葺き上がりにほとんど違和感がないことが特

徴の製品となっております。 

「スーパーエースＪ２」「８．２５寸エース桟瓦」共に、リフォーム分野を始めとしたＪ形瓦市場の需要開拓を

進める為の新製品と位置付けております。 

  

(5）財務政策 

当社の所要資金調達は大きく分けて設備投資資金・運転資金となっております。基本的には「営業活動によるキ

ャッシュ・フロー」の増加を中心としながらも多額の設備資金につきましては、その時点で最適な方法による調達

を原則としております。また銀行借入金につきましては、阿久比工場用地を始め、担保に供していない資産もあ

り、手元流動性預金・受取手形とあわせ、緊急な支払いにも対応可能な体制を整えております。 

余資の運用につきましては、基本的には売掛金の回収に占める受取手形の割合が高いため、割引手形の減少を第

一とし、また長期借入金の返済を最優先としております。   

2010/12/06 21:03:2209617281_第３四半期報告書_20101206210247

- 5 -



(1）主要な設備の状況 

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。 

  

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

  

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。  

  

第３【設備の状況】

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  25,000,000

計  25,000,000

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月10日） 

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名 

内容

普通株式  7,767,800  7,767,800

東京証券取引所 

名古屋証券取引所 

各市場第二部 

単元株式数 

100株 

計  7,767,800  7,767,800 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成21年10月１日～ 

平成21年12月31日 
 － 7,767,800  － 2,144,134  － 2,967,134

（５）【大株主の状況】
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 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。  

  

①【発行済株式】  

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（６）【議決権の状況】

  平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

－ － 
普通株式  10,100

完全議決権株式（その他） 普通株式  7,757,000  77,570 － 

単元未満株式 普通株式  700 － － 

発行済株式総数  7,767,800 － － 

総株主の議決権 －  77,570 － 

  平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社鶴弥  
愛知県半田市州の崎町２

番地12  
 10,100  －  10,100  0.13

計 －  10,100  －  10,100  0.13

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円）  178  255  278  280  303  267  236  228  227

最低（円）  162  170  227  235  249  212  214  191  193

３【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成20

年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平成

20年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、当第３四半期会計期間（平成21年10月１日から

平成21年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財

務諸表については有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

 なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツ

となっております。  

  

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成21年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,189,749 799,614

受取手形及び売掛金 ※3  2,685,001 1,916,778

商品及び製品 1,519,461 2,071,694

仕掛品 47,266 46,949

原材料及び貯蔵品 141,030 149,468

その他 53,816 190,030

貸倒引当金 △22,747 △12,897

流動資産合計 5,613,579 5,161,639

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※1  1,884,390 ※1  1,948,692

機械及び装置（純額） ※1  1,643,294 ※1  1,929,997

土地 9,153,286 9,153,286

建設仮勘定 14,965 31,330

その他（純額） ※1  458,294 ※1  500,593

有形固定資産合計 13,154,232 13,563,900

無形固定資産 14,790 17,335

投資その他の資産   

投資有価証券 235,230 182,821

その他 642,038 658,511

貸倒引当金 △306,850 △310,774

投資その他の資産合計 570,418 530,558

固定資産合計 13,739,441 14,111,794

資産合計 19,353,020 19,273,433
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成21年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※3  1,897,208 1,573,668

短期借入金 5,000,000 5,300,000

1年内返済予定の長期借入金 520,000 440,000

未払法人税等 16,922 16,770

賞与引当金 32,200 164,230

その他 ※3  662,409 567,273

流動負債合計 8,128,740 8,061,942

固定負債   

長期借入金 1,440,000 1,590,000

退職給付引当金 58,928 53,526

役員退職慰労引当金 641,384 627,974

その他 23,000 10,000

固定負債合計 2,163,312 2,281,500

負債合計 10,292,053 10,343,443

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,144,134 2,144,134

資本剰余金 2,967,191 2,967,191

利益剰余金 3,934,486 3,863,830

自己株式 △5,722 △5,713

株主資本合計 9,040,089 8,969,443

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 20,877 △39,452

評価・換算差額等合計 20,877 △39,452

純資産合計 9,060,967 8,929,990

負債純資産合計 19,353,020 19,273,433
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（２）【四半期損益計算書】 
【第３四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

売上高 8,847,035 7,718,868

売上原価 7,089,395 5,899,179

売上総利益 1,757,639 1,819,689

販売費及び一般管理費 ※  1,405,036 ※  1,323,121

営業利益 352,602 496,567

営業外収益   

受取利息 5,812 1,552

受取配当金 5,446 5,532

雇用調整助成金 － 15,572

その他 24,149 19,601

営業外収益合計 35,408 42,258

営業外費用   

支払利息 80,529 68,574

手形売却損 13,070 6,112

工場休止に伴う諸費用 145,426 143,178

その他 － 7

営業外費用合計 239,026 217,874

経常利益 148,984 320,952

特別利益   

固定資産売却益 4,587 598

特別利益合計 4,587 598

特別損失   

固定資産除売却損 6,313 1,697

投資有価証券評価損 16,762 15,562

関係会社株式評価損 － 6,784

貸倒引当金繰入額 6,000 －

訴訟関連損失 19,010 －

特別損失合計 48,085 24,043

税引前四半期純利益 105,487 297,507

法人税、住民税及び事業税 9,306 12,339

法人税等調整額 81,959 136,934

法人税等合計 91,265 149,274

四半期純利益 14,221 148,232
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【第３四半期会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期会計期間 
(自 平成21年10月１日 

 至 平成21年12月31日) 

売上高 2,934,538 2,618,262

売上原価 2,217,913 1,927,682

売上総利益 716,625 690,580

販売費及び一般管理費 ※  443,000 ※  451,595

営業利益 273,624 238,984

営業外収益   

受取利息 1,539 109

受取配当金 1,116 1,052

講習会収入 － 2,334

その他 4,835 6,102

営業外収益合計 7,491 9,597

営業外費用   

支払利息 26,691 21,521

手形売却損 2,982 1,190

工場休止に伴う諸費用 31,534 15,285

その他 － 0

営業外費用合計 61,208 37,997

経常利益 219,908 210,584

特別利益   

固定資産売却益 379 308

特別利益合計 379 308

特別損失   

投資有価証券評価損 16,762 2,160

貸倒引当金繰入額 2,000 －

特別損失合計 18,762 2,160

税引前四半期純利益 201,526 208,733

法人税、住民税及び事業税 3,085 6,155

法人税等調整額 91,760 91,665

法人税等合計 94,846 97,821

四半期純利益 106,679 110,912
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 105,487 297,507

減価償却費 544,804 504,098

貸倒引当金の増減額（△は減少） 51,988 5,926

賞与引当金の増減額（△は減少） △147,168 △132,030

退職給付引当金の増減額（△は減少） △7,538 5,402

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △4,451 13,410

受取利息及び受取配当金 △11,258 △7,084

支払利息 80,529 68,574

投資有価証券評価損益（△は益） 16,762 15,562

関係会社株式評価損 － 6,784

売上債権の増減額（△は増加） △580,798 △451,366

たな卸資産の増減額（△は増加） 520,860 560,354

仕入債務の増減額（△は減少） 552,637 323,540

割引手形の増減額（△は減少） △180,923 △246,674

未払費用の増減額（△は減少） 40,381 80,874

その他 242,444 △49,371

小計 1,223,758 995,507

利息及び配当金の受取額 11,223 7,011

利息の支払額 △90,740 △76,272

法人税等の支払額 △41,291 △6,826

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,102,951 919,419

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △130,369 △83,289

有形固定資産の売却による収入 11,670 2,611

無形固定資産の取得による支出 △244 －

投資有価証券の取得による支出 － △5,000

貸付金の回収による収入 43,467 3,069

その他 △14,284 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △89,760 △82,608

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額（△は減少） － △300,000

長期借入れによる収入 － 300,000

長期借入金の返済による支出 △283,000 △370,000

配当金の支払額 △115,116 △76,666

その他 － △9

財務活動によるキャッシュ・フロー △398,116 △446,675

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 615,073 390,135

現金及び現金同等物の期首残高 645,033 757,614

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,260,107 ※  1,147,749
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【簡便な会計処理】

  
当第３四半期累計期間 

（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

たな卸資産の評価方法 棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについ

てのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前事業年度末 
（平成21年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円

であります。  

  

12,080,162 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円

であります。   

  

11,607,466

２ 受取手形割引高は、 千円であります。 

  
※３ 四半期会計期間末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当第３四半期会計期間末日が金融機関の休日

であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が、

四半期会計期間末残高に含まれております。 

  

290,202

       千円 

  受取手形 176,030  

  割引手形 50,000  

  支払手形 330,964  

  設備関係支払手形 6,585  

２ 受取手形割引高は、 千円であります。 

   
―――――― 

536,877

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

  

  千円

給料手当   506,917

賞与引当金繰入額  13,885

貸倒引当金繰入額  53,426

退職給付費用  6,285

役員退職慰労引当金繰入額  67,093

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

  

  千円

給料手当及び賞与   473,976

賞与引当金繰入額  9,879

貸倒引当金繰入額  6,009

退職給付費用  10,363

役員退職慰労引当金繰入額  13,410

前第３四半期会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

  

  千円

給料手当   158,983

賞与引当金繰入額  13,885

貸倒引当金繰入額  20,712

退職給付費用  2,154

役員退職慰労引当金繰入額  2,808

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

  

  千円

給料手当及び賞与   150,879

賞与引当金繰入額  9,879

貸倒引当金繰入額  9,147

退職給付費用  3,462

役員退職慰労引当金繰入額  5,128
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当第３四半期会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21

年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式     7,767千株        

  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式        10千株  

  

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

配当金支払額 

  

  

  

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対
照表に掲記されている科目の金額との関係   

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対
照表に掲記されている科目の金額との関係   

（平成20年12月31日現在）  （平成21年12月31日現在）

  

  千円

現金及び預金勘定  1,272,107

預入期間が３ヵ月を超える定期預金  △12,000

現金及び現金同等物  1,260,107

  

  千円

現金及び預金勘定  1,189,749

預入期間が３ヵ月を超える定期預金  △42,000

現金及び現金同等物  1,147,749

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月25日 

定時株主総会 
普通株式  38,788  5.0 平成21年３月31日 平成21年６月26日 利益剰余金 

平成21年11月６日 

取締役会 
普通株式  38,788  5.0 平成21年９月30日 平成21年12月７日 利益剰余金 

（持分法損益等）

  
前第３四半期累計期間

(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

持分法を適用した場合の投資損失の金額（千円）  9,407  2,578

  
前第３四半期会計期間

(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期会計期間
(自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日) 

関連会社に対する投資の金額（千円）  10,000  3,215

持分法を適用した場合の投資の金額（千円）  5,417  3,187

持分法を適用した場合の投資損失の金額（千円）  470  1,459
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当第３四半期会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額  

（注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。 

  

  

（ストック・オプション等関係）

（１株当たり情報）

当第３四半期会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前事業年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 円01銭1,168 １株当たり純資産額 円 銭1,151 12

前第３四半期累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭1 83 １株当たり四半期純利益金額 円 銭19 11

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前第３四半期累計期間

(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

四半期純利益（千円）  14,221  148,232

普通株主に帰属しない金額（千円）       －       －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  14,221  148,232

期中平均株式数（千株）  7,757  7,757

前第３四半期会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭13 75 １株当たり四半期純利益金額 円 銭14 30

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前第３四半期会計期間

(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期会計期間
(自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日) 

四半期純利益（千円）  106,679  110,912

普通株主に帰属しない金額（千円）       －       －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  106,679  110,912

期中平均株式数（千株）  7,757  7,757

（重要な後発事象）
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平成21年11月６日開催の取締役会において、平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対

し、次のとおり当中間配当を行うことを決議し、支払いを行いました。 

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・38,788千円 

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５円00銭 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・・・・・・平成21年12月７日  

２【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

      平成21年２月10日 

株式会社 鶴弥       

  取締役会 御中   

  監査法人 トーマツ   

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 水野 信勝  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 石倉 平五  印 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社鶴弥の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第42期事業年度の第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20年12

月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社鶴弥の平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３

四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

      平成22年２月５日 

株式会社 鶴弥       

  取締役会 御中   

  有限責任監査法人トーマツ   

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 渋谷 英司  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 石倉 平五  印 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社鶴弥の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第43期事業年度の第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12

月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社鶴弥の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３

四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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